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In 2006, Japan implemented significant legal changes following the adoption of 

the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities. These 

changes included amendments to the Basic Act for Persons with Disabilities and 

the introduction of the Act on the Elimination of Discrimination against Persons 

with Disabilities, establishing the right to reasonable accommodation, with an 

emphasis on individual choices and consultations.

While most research has focused on reasonable accommodation in higher 

education institutions, there is a notable lack of research regarding the challenges 

faced by children with hearing impairments in inclusive environments. These 

children encounter difficulties in understanding, experience learning delays, grapple 

with friendship issues, and often face a lack of teacher understanding in inclusive 

settings. Hearing status significantly affects their academic and language abilities, 

occasionally leading to psychological issues. Adequate teacher understanding and 

support are essential. Additionally, children with mild to moderate hearing 

impairments also require assistance, such as assistive devices and improvements in 

the educational environment.

Moreover, the significance of self-advocacy at the university level is emphasized, 

with the support system and community presence playing pivotal roles in its 

effectiveness. It remains crucial to provide diversified support and nurture self-

advocacy skills for children with hearing impairments in inclusive learning 

environments.
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１．はじめに

　国連総会での「障害者の権利に関する条約（以下，

障害者権利条約）」の採択（2006年）後，国内では「障

がい者制度改革推進本部」の設置（2009年），障害

者基本法の改正（2009年），「共生社会の形成に向け

たインクルーシブ教育システム構築のための特別支

援教育の推進（報告）」（2012年），「障害を理由とす

る差別の解消の推進に関する法律（以下，障害者差

別解消法）」（2013年）など，法制度整備などが行わ

れた。そして，2013年末には衆参本会議で「障害者

権利条約」の締結が全会一致で承認され，2014年１

月に批准書を国連に寄託した。これにより，「障害

者の合理的配慮の権利が確認され，当事者による表

明と手続きが保障」（雪丸・石井，2020）されるこ

とになった。学校における合理的配慮の提供には設
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研究（2021）でもインクルーシブ環境で学ぶ聴覚障

がい児は「難聴の程度が重くなるほど，聞き取り，

音声，距離のある場所，といった悪条件の教科であ

る英語，音楽，体育では支援が多くみられ」ていて，

「学習に関して個別の介入，対応を検討する必要性

も示唆される」としている。

（３）友人関係の課題

　きこえない・きこえにくいことは，対人関係でも

大きな影響を及ぼすことにつながる。これまでの研

究でも「音声言語コミュニケーションの活用程度と

学習内の理解度学校生活への適応に大きく影響して

いる」（安田他，2012）や「コミュニケーションの

困難さによって，健聴児との深い友人関係が形成さ

れにくいことが示唆される」（鳥越，2012）といっ

た指摘だけでなく，友人関係のトラブルや悩みを抱

えている者が過半数を超え，「中高生以上になると

顕著化する傾向」があり「疎外感を感じる，悩みを

共有できない，周りが理解してくれないといった心

理的な問題」を抱えることが報告（片岡他，2021）

されている。これらは，不登校など二次的障がいに

つながる可能性も考えられる（鶴岡他，2013）。

（４）教師の理解の課題

　インクルーシブ環境で聴覚障がい児が学ぶとき，

担当する教員の知識や理解が不可欠である（沖津，

2016）。片岡らの調査（片岡他，2021）では，「板書

や掲示での情報提供や，身振り・ジェスチャー・手

話といった視覚情報での伝達は不足」している結果

が示されている。雑音対策や補聴援助システムによ

る環境整備とともに，教師の話し方の工夫，視覚情

報の併用などの合理的配慮の必要性があるとされて

いる。

（５）その他の課題

　その他の課題として，軽度・中等度難聴児が抱え

る課題を示す。身体障害者手帳の交付に該当しない

聴力レベルが70dB 未満の子どもであり，主に音声

言語によるコミュニケーションが用いている。聴力

等の状況によっては補聴器や補聴援助システムなど

を使用していない場合もあり，周囲からは「きこえ

にくい」ということがわからない ･理解されにくい

子どもが多い。困り感を感じたり，補聴援助システ

ム等の効果を感じながらも支援等を求めない場合も

あり，「保護者の考え方や教師などの周囲の理解，

本人の性格や難聴と言う自覚を持ちにくいことがそ

置者・学校と本人・保護者との建設的対話による合

意形成が重要とされている（阿部，2017；倉田他，

2018）。その際，本人の教育的ニーズと意欲や意思

を可能な限り尊重しつつ，根拠資料を基に，本人と

協議の上で合理的配慮を決定していく必要がある（丹

治・野呂，2014）。

　大学など高等教育機関における合理的配慮に関す

る取り組みや研究・報告例は多く存在する（阪田，

2021；「聴覚障害学生の意思表明支援のために」編

集グループ，2017）が，インクルーシブ環境で学ぶ

聴覚障がい児に関するものは多くはない。そこで，

本稿ではインクルーシブ環境で学ぶ聴覚障がい児が

抱える合理的配慮にまつわる課題を文献等から考察

する。

２．インクルーシブ環境で学ぶ聴覚障がい児の課題

　インクルーシブ環境で学ぶ聴覚障がい児が抱える

課題として，聞き取りの問題や学習における問題，

友人関係の問題，教師の理解の問題などがある。以

下に，各課題の概要を示す。

（１）聞き取りの課題

　きこえない・きこえにくいというきこえに関する

課題がまず存在する。通常，補聴器は１ｍ程度離れ

た話者の音声を聴取することを想定して調整してい

る。その環境も比較的静かな場所で１対１での会話

が原則である。しかし，現実の学校（教室）環境は，

このような状況からはかけ離れたものとなっている。

片岡他（2021）の研究では，インクルーシブ環境で

の教育経験のある小学校５年以上25歳未満89名を対

象に質問紙調査を行った結果，全例が１対１の静か

な場所では問題がないとしていたが，「授業でのき

きとりに関しては80％に満たない者が６割以上を占

め，多くは雑音下や距離がある場所での聞き取りに

は難渋している」と報告している。このように聴取

環境の影響による聞き取りの課題が大きい。

（２）学習における課題

　聴覚障がい児の学力やその前提なる言語力に関す

る研究はこれまで数多く積み重ねられている（森，

1990；四日市，1993，村上他，2013）。９歳レベル

での伸び悩み現象は「９歳の壁（峠）」ともいわれ，

聴覚障がい教育では言い古されてきた用語にもなっ

ている（森他，1985；脇中，2013）。学習や言語に

関する課題は現在もなお存在し，先述した片岡他の
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り，支援を受けつつ，切磋琢磨させ，各々の能力を

育てていくことがインクルージョンの姿と考える」

と述べるように，このような「当事者本人が自分に

とって必要な配慮を周囲に伝える力（能力）」を「セ

ルフアドボカシー」とよび，近年盛んにその育成が

叫ばれるようになってきた。

　「難聴者が学校，社会で生きていく上で，自己肯

定感をもち，自分に必要な支援を周囲に伝えるといっ

たセルフアドボカシーのスキルを習得できるよう育

成することが必要」（片岡他，2021）であり，「セル

フアドボカシーの一部の項目は就学前後に大きく伸

びる」として，「少なくとも小学生以降では将来を

見通した系統だった取り組みが必要である」（木村他，

2020）と言われている。また，「自分自身で場面に

則した補聴機器の便利ツールや情報保障手段を活用

する，自身の状態を周囲に伝え，合理的配慮や機器

使用，環境調整の協力を受けるというセルフアドボ

カシー能力や社会的スキルが必要であり，それを習

得する専門的指導を受けられる体制の整備が望まれ

る。」（片岡，2022）との指摘もあり，インクルーシ

ブ環境で学ぶきこえない ･きこえにくい子どもに対

して，系統的かつ継続的な指導や支援の重要性が近

年強く求められるようになってきた。

（２）対策・支援

　小中高等学校段階でのセルフアドボカシーを考え

る際，かなりの実績が積まれ，研究や報告が行われ

ている大学等での取り組みが参考になる。

　白澤（2017）が述べるように高等教育機関で学ぶ

聴覚障がい学生の多くは「幼少期から『話し合いの

プロセス』に参加できず，『結果』だけを知らせる

場面に何度も遭遇」していたり，「聞こえる学生た

ちが自然に学ぶような，集団会話のスキルを習得す

る機会が得られないまま大学に入学してきている学

生も多い」のが実態と言われている。有海・羽田野

（2022）は意思表明スキルの獲得及び活用のプロセ

スを「獲得前段階」，「前期獲得段階」，「後期獲得段

階」，「活用段階」の４つの段階に整理している。そ

して，第三者による説明・依頼（第三者による意思

表明）」から自らの意思表明へといかに移行してい

くかが重要と指摘している。具体的には，「大学入

学前に「第三者による説明・依頼」に加え，「サポー

ト付の意思表明」を経験し，大学においては「自ら

説明することを促される」経験や「自己を語る機会」

を持つことで，自ら意思表明をする段階へと移行す

る。また大学入学前に，第三者が依頼する様子をみ

の一因とも考えられる」（藤原他，2021）場合もあり，

解決に向けた取り組みは容易ではない。

（６）支援・対策

　上記の課題に対する支援・対策として，補聴援助

システムの活用や支援員の配置，教育環境の整備や

専門家による心理的負担へのアプローチなどが考え

られる（鈴木他，2014；片岡他，2021；長谷川・左

藤，2022）。

　補聴援助システムに活用に関する研究からは，雑

音下での聴取改善の効果が大きいとされているが，

補聴援助システムに関する教師の理解や視覚情報の

併用など他の合理的配慮も必要である（千田，

2016；大原他，2020；片岡他，2021）。とくに，聴

覚の活用がかなり可能な軽度・中等度難聴児の場合，

補聴援助システムにより距離，騒音の影響の軽減で

きることで，聞き取りの改善が可能となる。授業の

心理的ストレスを下げる配慮としてその必要性はか

なり高いと考えられる（藤原他，2021）。

　さらに，これらの困難な状況に対しての聴覚障が

い児自身が「どのように情報保障を受けるのか，具

体的なノウハウを身につける」といったスキルや教

員の理解の拡大が必須であると言われている（上村・

入山，2016）。

３．自己の置かれた状況の認識の課題

（１）セルフアドボカシー

　平林・飯野（2021）による読み書き障がいのある

子どもへの合理的配慮に関する研究では，「本人さ

えも自分の困難さを認識できないまま，努力不足と

自分を責め，ニーズが表明されない」場合があった

り，「本人が自分のニーズに気付き，配慮を要請し

たとしても，周囲がそれを受けいれず対応がされな

い例」があるとされている。「外見からその困難を

知ることができない」障がいとしては聴覚障がい児

も同様と思われる。教員の専門的な知識や理解，と

もに学び生活する子どもたちへの理解教育とともに，

当事者自身が自らの置かれた状況を理解し，周りに

働きかける，助けを求めることができる力や環境が

必須といえる。先に示したインクルーシブ環境で学

ぶ聴覚障がい児には様々な課題があるが，合理的配

慮のための意思表明に至るにはこのように自己の置

かれた状況の認識についての課題がある。佐藤他

（2017）は，「聴覚障害児にもどのような環境下で

も自己実現していけるよう指導することが重要であ
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まれているところではあるが，今後は聴覚障がい児

の意思表明の段階的な成長につながる支援がより重

要になってくると考えられる。その対象は子どもだ

けでなく，その子どもに関わる教員（場合によって

は保護者）が含まれることが重要である。
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こそが「共同作業」ができ得る人になることが求め

られるといえる。
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～高校生とその年齢の幅や発達段階の違いが大きい

ため，大学生に向けた取り組みをそのまま適用する

ことは困難ではある。しかし，保護者や関係者など

の第三者による説明・依頼から自らの意思表明へと

つなげていくことが大切で，意思表明する経験が不

可欠であることは明確である。そのためには多様な

支援の経験とともにピアモデルやロールモデルとの

関わりの場として，同じきこえない・きこえにくい

もの同士の集まりが肯定的自己の形成に貢献するな

ど，学校教育では重要になる（廣田他，2020）。イ

ンクルーシブ環境で学ぶ聴覚障がい児だからこそ，

きこえない・きこえにくいもの同士が集まる機会が

不可欠であろう。

４．おわりに

　合理的配慮の実施には当事者と関係者との建設的

な対話と合意形成が必須である。インクルーシブ環

境での合理的配慮を実現していくためには意思表明

ができる環境が不可欠であることを指摘してきた。

聴覚障がい児が意思表明できるための準備や段階的

な支援や関わりが大切であり，担当教師の深い理解

が必要である。そのためには，専門機関としてのろ

う学校の役割が大きい。通級による指導や地域のセ

ンター的機能による地域支援は，これまでも取り組
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要約

　2006年に国連総会で採択された「障害者権利条約」に続いて，日本では法制度の整備が行われ，

障害者基本法の改正や障害者差別解消法の制定が行われた。これにより，障害者の合理的配慮の権

利が確立され，本人の意向と協議に基づいた合理的配慮が重要視されている。高等教育機関での合

理的配慮に関する研究は存在するが，聴覚障がいを持つ児童のインクルーシブ環境における課題に

ついては研究が不足している。そのため，本稿では聴覚障がい児が抱える課題を検討する。

　聴覚障がい児がインクルーシブ環境で学ぶ際の主な課題は，聞き取りの困難さ，学習における遅

れ，友人関係の悩み，教師の理解不足などがある。特に，聞き取り環境の影響が大きく，学力や言

語力の遅れも顕著である。聴覚障がい児の友人関係も影響を受け，対人コミュニケーションに課題

があり，心理的な問題も報告されている。また，教師の理解と配慮も不可欠である。その他，軽度・

中等度の聴覚障がいを持つ児童にも課題が存在し，支援が必要である。補聴援助システムや支援員

の配置，教育環境の整備などが支援策として考えられている。また，聴覚障がい児自身が自己認識

や意思表明のスキルを持つことが重要であり，セルフアドボカシー能力の育成が求められている。

これには教育機関での支援が必要であり，専門的な指導や環境整備が必要である。

　大学段階でのセルフアドボカシーの重要性も指摘されており，支援体制やコミュニティの存在が

影響を与える。また，教育機関での合理的配慮においても，教員の理解と協力が不可欠である。イ

ンクルーシブ環境で学ぶ聴覚障がい児に対して，多様な支援とセルフアドボカシー能力の育成が必

要である。

キーワード：聴覚障がい教育，合理的配慮，合意形成，意思表明，セルフアドボカシー
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